
カレントアウェアネス　NO.346（2020.12）

2

＊九州大学附属図書館

CA1986 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
著作権リテラシーを育成する大学図書館
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　さまざまな情報がデジタル化されてインターネット
上に氾濫するようになり、以前にも増して情報の提
供者と利用者双方に著作権に関する知識が求められる
ようになってきた。本稿では、そのようなデジタル時
代において、大学図書館が学生の著作権リテラシー

（copyright literacy）育成にどのように貢献できるの
かを、米国の大学図書館による著作権教育に焦点を当
てながら考えてみたい。

1. 図書館による著作権教育への関心の高まり
　2010 年代後半から、図書館と著作権教育に関する
オープンアクセス査読誌（1）の創刊、図書館による著作
権教育に関する単行本（2）（3）（4）の相次ぐ刊行など、北米
の図書館界では著作権サービスへの関心が高まってい
る。この動向は、次の国際的な潮流とも連動している。
　国際図書館連盟（IFLA）は、2017 年の年次大会（ポー
ランド・ヴロツワフ）中に開催された著作権教育に関
するワークショップ（5）での議論を受けて、翌 2018 年に

「著作権教育及び著作権リテラシーに関する声明」（6）を
発表した。この声明は、図書館は利用者の情報へのア
クセスを保証し学習を可能にするために、法律によっ
て提供されるすべての可能性を利用すべきであるこ
と、また、図書館員が可能な限り最も効果的な方法で、
その機能と義務を果たし、同僚や利用者を支援するに
は、著作権リテラシーを習得する必要があることを示
した。「著作権リテラシー」とは、著作権で保護され
た資料の利用方法について、広い見識に基づいた決定
を下すことができる十分な著作権の知識であり、「著
作権教育」は、その著作権リテラシーを涵養し更新す
るプロセスと定義される。そして、図書館に対し、す
べての図書館員が著作権法の基礎的知識を持つことを
保証するとともに専門のコピーライトライブラリアン

（copyright librarian）を任命することを検討するよう
提言した。

2. 著作権サービスの担当者と担当部署
　大学図書館において著作権教育への関心が高まる背
景には、学術論文や他の知的財産に係る著作権に関す
る問題が増加し複雑化する一方で、大学の教員や学生
の著作権知識が不十分なことに対する懸念がある。そ
の状況に対し、いくつかの大学図書館では、著作権に

関するより具体的な情報を提供するために、コピーラ
イトライブラリアンという新しい専門的な役職やコ
ピーライトオフィス（copyright office）と呼ばれる新
たな部署を設置するようになった（7）。
　2006 年 8 月から 2013 年 4 月までの期間に米国図書館
協会（ALA）の JobLIST に掲載された求人広告 2,799
件のデータを分析したカウォーヤ（Dick Kawooya）ら（8）

によると、役職名や本文に「著作権」と記載した求人が
264 件あり、著作権について言及している役職は 2006
年の 9% から 2011 年の 13% へと着実に増加していた。
この結果から、コピーライトライブラリアンあるいは著
作権に関する能力は、大学図書館の現在および将来の
ニーズに対する必須条件であると述べている。
　フェルナンデス＝モリーナ（Juan-Carlos Fernández-
Molina）ら（9）は、世界大学学術ランキングの上位 100 大
学からコピーライトまたは学術コミュニケーションオ
フィス（以下「コピーライトオフィス」）を持つ大学図書
館 24 館（うち 19 館は米国）を選び、各図書館のウェブ
サイトに掲載された提供サービスと担当者のプロフィー
ルを調査した。その結果、大学図書館にコピーライトオ
フィスが設置されてから数年しか経っていないにもかか
わらず、すでに成熟期を迎えていること、それらのオフィ
スが提供するサービスは、学術コミュニケーションに関
連するすべてのものを包含する方向に進化し、その対象
者を教員や研究者から、学生、執行部、ティーチング・
アシスタントを含む大学コミュニティ全体へと拡大して
いることを明らかにした。また、北米や豪州で大成功を
収めているコピーライトオフィスが、利用者のニーズが
類似する他の地域ではほとんど設置されていないため、
世界中で同様の部署が必須になると指摘した。
　著作権サービスの領域と焦点を特定するために、
シュミット（LeEtta Schmidt）（10）は、カーネギー高等
教育機関分類で最上級の R1（最高度の研究活動）と
評価された115大学の図書館ウェブサイトを調査した。
その調査と先行研究の結果に基づき、米国の研究大学
図書館において、著作権に関する情報サービスが図書
館の標準的な活動の一部となっていることは明白だ
と述べている。また、この調査から次のことが判明し
た。著作権サービスを担当する図書館員は、多くの場
合、学術コミュニケーション担当者またはコピーライ
トライブラリアンのいずれかであり、職務の大部分は
著作権教育に向けられている。その著作権教育は所属
機関のすべての人々を対象とし、教職員と学生に共通
して関心のあるトピックに取り組んでいる。これらの
トピックは、著作権と再利用の基礎、授業での著作権
で保護されたコンテンツの利用に関する情報、著者向
けの著作権問題に関する情報の 3 領域に分類できる。
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3. 米国の大学図書館による著作権教育の実践例
　本節では、前述のコピーライトオフィスを持つ 24
大学および R1 大学の両方に含まれるイリノイ大学
アーバナ・シャンペーン校（UIUC）の図書館を例に、
米国の大学図書館による著作権サービスと初年次教育
に留まらない著作権教育について紹介する。
　UIUC の図書館ウェブサイト上で、著作権サービス
は研究支援の「学術コミュニケーションと出版」の中
に位置付けられている（11）。「著作権」の見出しの下に
掲載されている項目は、著作権の概要、著作権サービ
ス（コピーライトライブラリアンの紹介、サービス範
囲、免責事項）、著作権に関する情報源とガイド、著
作権講習会と講義、ポッドキャストの 5 項目である。
このうち著作権講習会と講義で扱う主題は、著作権の
基本原則、著者のための著作権と出版、教室での著作
権、フェアユースの権利、著作権と視覚芸術、著作権
と工芸、著作権と建築、著作権とデータ、著作権とソー
シャルメディア・利用規約と多岐にわたる。コピーラ
イトライブラリアンは、これらの主題と関連トピック
に関するさまざまな長さのゲスト講義やワークショッ
プを提供している。
　2015 年に米国大学・研究図書館協会（ACRL）が策
定した「高等教育のための情報リテラシーの枠組み」

（CA1870 参照）（12）は、その 6 コンセプトの一つ「情
報は価値を有する」において、情報が多様な価値を持
つことを前提に、情報の作成者および利用者に対し、
学術コミュニティに参加する際の権利と責任を理解す
ることを求めている。UIUC 図書館のコピーライトラ
イブラリアンであるベンソン（Sara Benson）は、こ
のコンセプトに基づき、学生を含む研究者向けに、学
術出版の実際の場面で著者としての自身の著作権につ
いて学ぶ講習会をデザインしている（13）。
　また、同館は学生向けに「学士課程学生による研究

（undergraduate research）論文誌」を題材とした著
作権教育も提供している。米国の研究大学では、近年
の学士課程教育改革の流れの中で、「学士課程学生に
よる研究」の促進が大学全体の重要事項に位置付けら
れ、大学図書館はそれらの研究に対する支援を重視す
るようになった（14）。「学士課程学生による研究論文誌

（undergraduate research journal）」は、学生の研究を
促進する手段の一つであり、大学図書館は、この研究
論文誌に対して、機関リポジトリ等の出版手段の提供、
著作権やオープンアクセス等の雑誌運営に必要な情報
の提供、論文誌創刊への関与、編集委員会への参加な
どによる支援を行っている（15）。そうした支援の展開に
は、ACRL が 2013 年に発表したレポート「学術コミュ
ニケーションと情報リテラシーの交点」（16）で、図書館
員の新たな役割として、学士課程学生による研究論文

誌に関わる人々を対象にした著作権を含む情報リテラ
シー教育の重要性が強調されたことも影響している。
　研究論文誌の論文を執筆する場合、学生は知識の
消費者であり生産者でもあるため、著作物を作成し再
利用する際の著作権の管理と、出版物の著者としての
権利の管理の両方に責任を持つことになる。そこで、
UIUC 図書館は、学士課程学生の研究論文誌に初めて
論文を掲載する準備をしている学生のために、「学士課
程学生の研究論文誌での論文発表について知っておく
べきことすべて」と題した、著作権と著者の権利に関
する 90 分間のワークショップを新たに考案した（17）。そ
のプログラムを見ると、学生は論文の生産・管理・提
供の流れに沿って、論文で著作物を使用する際にフェ
アユースを適用する方法、論文掲載時の著者同意書の
読み方、自身の論文が将来の研究に与える影響の順に、
事例研究、議論、理解度チェックを繰り返しながら、
知的財産と著作権について学ぶ構成となっている。

4. 日本の大学図書館における著作権サービス
　先述の調査結果や実践例から考えると、日本の大学
図書館による著作権サービスには発展の余地があると
言えるだろう。たとえば、日本と中国の大学図書館 57
館のウェブサイトに掲載された著作権に関する情報を比
較分析したワン（Ying Wang）ら（18）は、日本では中国
よりも著作権に言及することが多く、著作権情報の提供
に積極的であるものの、著作権情報の可視性や図書館
が行っている著作権活動の点で不十分であると指摘し
た。その上で、日本の図書館に対し、図書館ウェブサイ
ト上の著作権情報をより可視化し、著作権教育を日常的
な活動にして、コピーライトライブラリアンのポストや
著作権担当部署を設けるべきであると提言している。
　他方、多くの国で図書館員は著作権に関する知識が
不足していると感じており、著作権教育者の役割を担
うことに自信を持てずにいるとの報告がある（19）。日本
の大学図書館においても、大学の構成員、特に学生を
対象とした著作権教育に貢献するためには、まず図書
館員自身の著作権リテラシー向上が重要となる。世界
的な潮流の中で、豊富な先行事例を参考に、学術コミュ
ニケーション支援と情報リテラシー教育の交点に著作
権教育を位置付けて、著作権サービスの担当者と担当
部署を明確化しながら、著作権教育により深く関与す
ることが大学図書館に期待されている。
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　九州大学附属図書館は、情報系と教育工学系のチー
ムと共に、ラーニングアナリティクス（LA）の研究
を行っている。本稿は、LA の概要と九州大学の取り
組みを述べたものである。

1. ラーニングアナリティクスによる教育改善
　初めに、LA について、概要を紹介する。LA は、
日本語で学習解析と訳される言葉である。LA の目的
は、情報通信技術（ICT）を利用して学習に関する様々
なデータを収集・解析することで、今までに明らかに
なっていなかった問題点を洗い出し、既存の教育・学
習の方法論を発展させることである（1）。このように、
ICT を利用して収集した大規模かつ定量的なデータを
エビデンスとして用いる教育・学習改善は、ICT の発
展に伴って可能となった新たなアプローチであり、近
年研究が盛んに行われている。
　LA の研究が盛んとなった背景として、パソコンや
電子教科書、電子黒板等の ICT の教育現場への導入
が進み、教育に用いられるデジタルツールが増加して
いることが挙げられる。最近では、このような方略を
デジタルトランスフォーメーション（DX）という言
葉で説明されることもある。教育現場のデジタル化を
目指すという観点では、DX は ICT の導入と同じ方向
性であると言える。DX では、さらに、デジタル化に
よる付加価値を創造することも目的としており、LA
によって DX を加速させることも期待できる。
　LA を行うにあたり、ICT に基づく学習管理システ
ムやデジタル教科書システムを活用することで、教育・
学習過程における様々なデータが収集可能である。例
えば、学生がどのページを何分間見たか、授業スライ
ドのどこに付箋やマークを付けたか、といった学習プ
ロセスや、教員がどのようなペースで説明したか、教
員の見せているスライドと学生の見ているスライドに
差があるか、といった教育プロセスを定量的なデータ
として収集できる。これらのデータに対し、数理統計
等のデータサイエンス技術を用いて解析することで、
学習者の状況に合わせた学習支援や、教育現場におけ
る効果的な教授法の開発等、データに基づく科学的な
観点での教育・学習改善が可能となっている。


